





















成 24 年 1 月推計）」によると、日本の総人口は、
2010 年の 1 億 2, 806 万人から減少し続け、2030
年 1 億 1,662 万人、2060 年には 8,674 万人となり、
2060 年までの 50 年間で人口は 4,132 万人の減少
（2010 年比 32. 3%減少）が推計されている。0 歳
から 14 歳までの年少人口（以下、年少人口）は、
2010 年の 1, 684 万人から 2046 年には 1, 000 万人
を割り、2060 年には 791 万人（2010 年比 47％減
少）になることが推計されている。15 歳から 64
歳までの生産人口（以下、生産人口）は 2010 年
の 8,173 万人（63.8％）から減少を続け、2060 年





2060 年には 3, 464 万人になるという。そのため、
総人口に占める高齢人口の割合（以下、高齢化
率）は 2010 年の 23.0％から、2060 年には 39.9％
となることが見込まれている1）。
　韓国の状況も日本と類似している。韓国の統
計庁によると、総人口は 2010 年の 4, 941 万人か
ら 2030 年には 5, 216 万人まで成長した後、減少
に転じ、2060 年に 4, 396 万人になり、2060 年ま
での 50 年間で人口は 545 万人の減少（2010 年
比 11. 0% 減少）が見込まれている。年少人口は
2010 年の 798 万人から 2016 年まで 100 万人以上
成長し、2060 年には 447 万人（2010 年比 56％減
少）と見込まれている。生産人口は 2016 年に全
人口の 72.9%（3,704 万人）を頂点に減少し続け、
2060 年には 49. 7%（2,187 万人）になることが推
計されているのに対して、高齢人口は 2010 年の
545 万人（高齢化率は 11.0%）から、2030 年には
2.3 倍（1, 269 万人、24. 3%）、2060 年には 3 倍以
上（1, 761 万人、40. 1%）増加し、日本での高齢
化率を少し上回るようになることが推計されてい
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外国人」と呼ぶ）は、前年比 2. 7％増加した 212
万 1, 831 人であり、2013 年度に続けて 2 年連続
増加を見せている7）。その数は全人口の約 1. 7％
に当たる。
　国籍別にみると、中国が 65 万 4, 777 人で最も
多く（30. 9%）、次は韓国・朝鮮が 50 万 1, 230 人
（23. 6%）、続いて、フィリピンが 21 万 7, 585 人
（10. 3%）、ブラジルが 17 万 5, 410 人（8.3%）、ベ
トナムが 9 万 9, 865 人（4. 7%）、アメリカが 5 万
1,256 人（2.4%）、ペルーが 4 万 7,978 人（2.3%）、
タイが 4 万 3, 081 人（2. 0%）、ネパールが 4 万




　在留資格別にみると、永住者が 67 万 7, 019 人
で最も多く（31. 9%）、その次が特別永住者（35
万 8, 409 人、16. 9％）で、この二つの資格を持つ
永住外国人が全体外国人のほぼ半分を占めている。
続いては、留学が 21 万 4, 525 人（10. 1%）、技能
実習が 16 万 7, 626 人（7. 9%）、定住者が 15 万
9, 596 人（7. 5%）、日本人の配偶者が 14 万 5, 312
人（6. 8%）、家族滞在が 12 万 5, 992 人（5. 9%）























体外国人の 20. 3%（43 万 658 人）が居住してお
り、続いては大阪府（20 万 4,347 人、9.6%）、愛
知県（20 万 673 人、9. 5％）、神奈川県（17 万
























数は激減し、1954 年には 2 万 2, 090 人まで減少








現在）は、前年比 14.1%（22 万 1,584 人）が増加
した 179 万 7,618 人であり、全体人口の 3.６%を
占めている。最近 5 年間で毎年 9. 3％の増加率を
見せている。その中で長期滞留外国人（90 日を
越えて滞留する登録外国人と外国籍同胞のうち国
内居所申告者を合わせたもの）は 137 万 7,945 人
であり、短期滞留外国人が 41 万 9,673 人である。
　以下では、日本と韓国の比較を試みるために、
91 日以上滞留する登録外国人を基準とし、分析
を行う。2014 年末現在、登録外国人は 109 万




万 2, 571 人（11. 2%）が第二グループを形成して
おり、続いて、フィリピン 4 万 3,155 人（4.0%）、
インドネシア 3 万 8, 718 人（3. 5%）、カンボジア
3 万 7,299 人（3.4%）、ウズベキスタン 3 万 4,710
人（3. 2%）、タイ 2 万 6, 827 人（2. 5%）、ネパー
ル、アメリカ、スリランカ（それぞれ 2. 3%）の





























が 26 万 5,256 人（24.3%）で全体外国人の半分を
占めている。続いては、結婚移民が 11 万 8, 995
人（10. 9%）、永住が 11 万 2, 519 人（10. 3%）、訪
問同居が 6 万 9,343 人（6.4%）、留学が 6 万 1,068






















が多い京機道に 32.3%（35 万 2,166 人）が、ソウ
ルに 24.4%（26 万 6,360 人）が居住しており、仁
川（5.1%、5 万 5,323 人）までを含むと、全体外
国人の 61.8%がソウルと仁川、京機道に集中して
いる。続いては、結婚移民者の居住者が多い慶
尚南道に 7.1%（7 万 7,778 人）、忠清南道に 5.3%














定書への加入に伴い、1982 年 1 月 1 日から出入
国管理令に難民認定関連手続きに関する条項が追
加され、現在の「出入国管理及び難民認定法」と





国籍 人数（人） 構成比（％） 国籍 人数（人） 構成比（％）
1 中国 654,777 30.9 中国 546,746 50.1
2 韓国・朝鮮 501,230 23.6 ベトナム 122,571 11.2
3 フィリピン 217,585 10.3 フィリピン 43,155 4.0
4 ブラジル 175,410 8.3 インドネシア 38,718 3.5
5 ベトナム 99,865 4.7 カンボジア 37,299 3.4
6 アメリカ 51,256 2.4 ウズベキスタン 34,710 3.2
7 ペルー 47,978 2.3 タイ 26,827 2.5
8 タイ 43,081 2.0 ネパール 25,493 2.3
9 ネパール 42,346 2.0 アメリカ 24,890 2.3
10 台湾 40,197 1.9 スリランカ 24,582 2.3







在留資格 人数 構成比 在留資格 人数 構成比
1 永住者 677,019 31.9 訪問就業 279,291 25.6
2 特別永住者 358,409 16.9 非専門就業 265,256 24.3
3 留学 214,525 10.1 結婚移民 118,995 10.9
4 技能実習 167,626 7.9 永住 112,519 10.3
5 定住者 159,596 7.5 訪問同居 69,343 6.4
6 日本人の配偶者 145,312 6.8 留学 61,068 5.6
7 家族滞在 125,992 5.9 居住 37,364 3.4































律」が可決・成立し、同年 7 月 15 日に公布され
た。主な内容は、①在留カードの交付など新たな
在留管理制度の導入、②特別永住者証明書の交
付（以上、2012 年 7 月 9 日施行）、③研修・技能
実習制度の見直し、④在留資格「留学」と「就
学」の一体化、⑤入国者収容所等視察委員会の










4 月 1 日施行）、④在留資格「留学」が付与され
る人の範囲を中学生や小学生までに拡大（2015






在留地 人数 構成比 在留地 人数 構成比
1 東京都 430,658 20.3 京機道 352,166 32.3
2 大阪府 204,347 9.6 ソウル特別市 266,360 24.4
3 愛知県 200,673 9.5 慶尚南道 77,778 7.1
4 神奈川県 171,258 8.1 忠清南道 57,287 5.3
5 埼玉県 130,092 6.1 仁川広域市 55,323 5.1
6 千葉県 113,811 5.4 慶尚北道 47,805 4.4
7 兵庫県 96,530 4.5 釜山広域市 38,315 3.5
































紋押捺が廃止されるようになり、2004 年 1 月に
は「住民投票法」が施行された。2005 年 8 月に
は、「公職選挙法」の改正に伴い、「永住」の在




















拡大から、2003 年 8 月に雇用許可制について定
めた「外国人労働者の雇用等に関する法律」が公













2007 年 1 月には産業研修制度が廃止され、同年 3
月には外国国籍同胞訪問就業制の施行、2010 年 4
月には雇用許可制の第 5 次改正が行われた（佐野 
2010：39）。







る。2008 年 3 月には、国際結婚による移民者に
焦点を当てた法律として、「多文化家族支援法」





































　本章では、2015 年 9 月に日本の法務省により
策定・発表された「第 5 次出入国管理基本計画」
















2000 年に第 2 次、2005 年に第 3 次、2010 年に第




















































































































2008 年 12 月に、国務総理を委員長とする第４次
外国人政策委員会が開催され、「第１次外国人政
策基本計画」（2008–2012 年）が審議・確定され
























































































































































































































































































1950 598,696 544,903 91.0 1985 850,612 683,313 80.3
1955 641,482 577,682 90.1 1990 1,075, 317 687,940 64.0
1960 650,566 581,257 89.3 1995 1,362, 371 666,376 48.9
1965 665,989 583,537 87.6 2000 1,686, 444 635,269 37.7
1970 708,458 614,202 86.7 2005 2,011, 555 598,687 29.8
1975 751,842 647,156 86.1 2010 2,134, 151 565,989 26.5
1980 782,910 664,536 84.9 2014 2,121, 831 501,230 23.6
＊ 出典：総務省統計局政策総括官（統計基準担当）統計研修所のホームページ
（http://www.stat.go.jp/data/chouki/ 02.htm）から作成。2014 年末現在、韓













は、2009 年から 2012 年まで 4 年連続減少したが、






している。2009 年には 12.7%、2010 年には 12.2%、
2011 年には 7.8%％、2012 年には 8.8%、2013 年に
は 4. 1%、2014 年には 2. 8%が前年比それぞれ減少
した。その結果、2007 年 37 万 6, 663 人であった
日系ブラジル人とペルー人の数は、2014 年には 15





は 5.8%、神奈川県では 3.4%、埼玉県では 5.5%な
ど、首都圏では比較的に高い増加率を見せている






11） 2009 年 9 月現在、台湾国籍の韓国華僑は約 2 万
400 人、中国国籍者（韓国系（朝鮮族）は除く）は
17 万 8, 937 人であり、韓国（朝鮮）系中国人も約
38 万人である。
 表2　韓国華僑の人口変化
年度 旧華僑（人） 新華僑（人） 年度 旧華僑（人） 新華僑（人）
1883 209 - 1991 約 22,000 67
1942 82,661 - 1997 23,802 23,571
1954 22,090 - 2002 21,782 36,297
1974 34,913 - 2009（9 月） 約 20,400 178,937
出典： “한중역사 뒤얽힌 화교 이민사（韓・中の歴史：絡み合った華僑の移民
史）”ハンキョレ新聞インタネット版（2009.11. 8）
http://www.hani.co.kr/arti/society/area/386552.html)から再引用。
（인천발전연구원、‘한국 화교의 경제활동 및 사회적 지위에 관한　연구’, 법무





般雇用が 23 万 5,836 人、特例雇用が 31 万 1,040 人
の計 54 万 6, 876 人であり、外国人労働者の 75%
を占めているという。性別にみると、一般雇用の
 応用社会学研究58_001-412.indb   172 16/03/08   14:42
応用社会学研究　2016　№ 58　173
場合は男性が 90%、女性が 10% であり、特例雇





















16） 多文化家族支援法第 2 条には「多文化家族」と
「結婚移民者等」について以下のように定義されて
いる。













 　ａ 「在韓外国人処遇異本法」第 2 条第 3 号の結
婚移民者
 　ｂ 「国籍法」第 4 条により帰化許可を受けた者
 ＊日本語訳は白井（2008:158）から引用。
17） 法律の日本語訳は白井（2008）から引用。











年 6 月 26 日。












23） 2015 年 2 月 6 日に開かれた「低出産・高齢社会委
員会」の会議での発言である。
24） G8 国の 2006 年対比 2011 年の人口増加率をみると、
カナダは 5.9%で最も高く、続いてアメリカ 4.4%、





































법무부 , 2015, ‘출입국・외국인정책 통계월보’（2014
년 12 월호）（法務部、『出入国・外国人政策統計月
報』）
법무부, 2015,‘2015 지방자치단체 외국인정책 시행계획
（1）’（法務部、『地方自治団体外国人政策施行計
画』）
Appadurai, Arjun, 2006, Fear of Small Numbers: 
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